
別紙 ５ 
会議結果のお知らせ 

 
令和７年８月２１日掲載 

 

審 議会名称 山梨県公募型プロポーザル方式事業者選定等委員会 

（デジタル人材育成・就労支援事業業務委託審査委員会） 

日 時 令和７年８月１４日（木曜日） ９時２０分～１２時００分 

場 所 県庁別館３階 産業政策部会議室 

出席者の氏名 （委 員）大森恵子 進藤聡 關本喜文 古屋幸一 堀内由加子 
（事務局）産業人材課 豊かさ共創担当（３人） 

傍聴者等の数 － 

議 題 １ 山梨県公募型プロポーザル方式事業者選定等委員会（デジタル
人材育成・就労支援事業業務委託審査委員会）設置運営要綱につ
いて（会議の公開・非公開について、会長及び副会長の互選等） 

２ 企画提案の審査及び受託事業者の選定について 

会 議 の 結 果 議題１ 山梨県公募型プロポーザル方式事業者選定等委員会（デジ

タル人材育成・就労支援事業業務委託審査委員会）設置運営

要綱を制定した。（非公開） 

議題２ デジタル人材育成・就労支援事業業務委託に係る企画提案
について審査し、受託事業者を選定した。（非公開） 

会議開催を周知 
しなかった理由 

－ 

会議を非公開 
と し た 理 由 

議題１ 山梨県情報公開条例第８条第５号に規定する事項について審議
等を行うときに該当するため（指針第３条第１項）。 

議題２ 山梨県情報公開条例第８条第２号及び第５号に規定する事項につ
いて審議等を行うときに該当するため（指針第３条第１項）。 

会 議 資 料 
  公表非公表の別 資料１ 全部公表 

会 議 録 
公表非公表の別 一部公表 

問い合わせ先 所属名、担当者名：産業政策部 産業人材課 豊かさ共創担当 
電 話 番 号：０５５－２２３－１５６６（直通） 
ファックス番号：０５５―２２３－１５６４ 

備    考  

 



 

                    

企画提案審査方式による選定結果一覧表 

公 表 項 目 内      容 

１ 契約名 デジタル人材育成・就労支援事業業務委託 

２ 審査年月日(入札の場合

は落札者決定日) 
令和７年８月１４日（木） 

 

３ 評価基準、配点及び評価 

（業者） 

株式会社 

東海道シグマ 

（業者） 

企画提案者Ａ 

 

（業者） 

企画提案者Ｂ 

 

（業者） 

企画提案者Ｃ 

 

 

 

 

 

 

 

（評価基準） 

運営体制・業務実施の確

実性（配点：１００） 

７５ ７３ ６９ ６７ 

（評価基準） 

業務内容の理解度 

（配点：５０） 

３９ ３４ ３７ ３７ 

（評価基準） 

デジタル人材の育成 

（配点：１５０）  

１１７ １１３ ９９ １０８ 

（評価基準） 

就労支援 

（配点：１００） 

８５ ７１ ６７ ７１ 

（評価基準） 

周知・広報 

（配点：５０） 

３４ ３４ ３４ ３５ 

（評価基準） 

効果検証 

（配点：５０） 

３７ ３６ ３５ ２９ 

（評価基準） 

業務検証の柔軟性 

（配点：２５） 

１６ １７ １８ １５ 

（評価基準） 

価格点 

（配点：２５） 

２５ ２５ ２５ ２５ 

（評価基準（加点項目）） 

就労支援 

（配点：２５） 

１８ １９ １８ ３ 

４ 総合評価の審査結果 ４４６ ４２２ ４０２ ３９０ 

５ 契約の方法 企画提案審査随意契約 

６ 落札者(契約者)の名称 株式会社東海道シグマ 

７ 契約締結年月日 令和７年８月２１日 

８ 契約金額(税込) ３０，３５４，５００円 

９ 随意契約の理由及び根拠法令

(企画提案審査方式の場合) 
地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

10 所属名 産業人材課 



 

                    

（別紙）一次審査の結果 
 
 

企画提案事業者 総合点（配点：575 点） 審査結果 

1 449 一次審査通過 

2 439 一次審査通過 

3 404 一次審査通過 

4 389 一次審査通過 

5 384  

6 361  

 



配　点
110点満点

1 運営体制 事業実施にあたり、実施体制、実施スケジュールが整っており、本
業務を効果的に実施できる体制か。 10

2 業務実施の確実性 過去に類似事業で良好な実績をあげており、本業務の遂⾏に有
益な知⾒を有していると判断できるか。 10

3 業務内容の理解度 委託業務の目的や内容、本県の施策について⼗分理解している
か。 10

4 講座内容が具体的であり、デジタルスキルを活用した就労につなが
る内容・構成となっているか。 10

5 講座の実施にあたり、離脱率を防ぐため参加者に寄り添った伴⾛
支援体制が具体的に提案されているか。 20

6 就労支援 参加者の要望を考慮した就労の機会を創出する具体的な方法
が提案されているか。 20

7 周知・広報 本事業を効率的・効果的に周知し、参加を⾒込める具体的な集
客方法が提案がされているか。 10

8 効果検証 参加者の事業に対する理解度や事業の効果検証するための方法
が提案されているか。 10

9 業務遂⾏の柔軟性 県やその他関係者の意⾒等を踏まえ、検討内容を柔軟に⾒直
し、精緻化を図る工夫があるか。 5

10 経済性 ⾒積額 事業の実施に必要な経費が受講料個⼈負担額も考慮して適切
に⾒積もられ、県の予算の範囲内であるか。 5

110

配　点
5点満点

1 事業内容 就労支援
就労支援に要する経費について、就労実績に応じて委託業者に
報酬を支払う仕組み（成功報酬型の実績払）が提案されている
か。

5

5

各評価項目の評価点は次を目安に評価する。
（審査項目）５︓特に優れている　４︓優れている　３︓標準　２︓やや劣っている　１︓特に劣っている
　　　　　　　　　　※配点が10点の項目は５を標準として、１点単位で評価する。
（加点項目）５︓加点要素がある　０︓加点要素がない

合計

115

デジタル⼈材育成・就労支援事業業務委託
企画提案公募採点表

１　採点の手順
　（１）審査委員による企画提案の審査
　　　○各項目の得点を合計したものを審査点とする。
　（２）委託候補者の選定
　　　○各審査委員の審査点を合計して総合点を算出し、得点の多い順に委託候補者として選定する。
　　　○ただし、次のいずれかに該当する企画提案者は順位にかかわらず委託候補者としない。
　　　　・審査委員の2名以上が評価点２点（配点10点の項目は4点）以下とした審査項目が1つ以上ある場合
　　　　・審査委員の1名以上が審査点を55点未満とした場合
　　　○総合得点が同点の者が生じた場合は、審査会において協議の上、順位を決定する。

２　審査基準

審査項目 審査内容

加点項目 加点内容

小計

実施体制

デジタル⼈材の育成

事業内容

小計


